


山都太陽光、アグリヒルズ・ソーラー環境評価準備書
ブルースカイソーラー、愛知県の電気工事会社を買収
中国電力、東洋鋼鈑と営農型太陽光のオフサイトPPA
Ｚエナジー、鹿児島で2.3万 kWメガソーラーの持分取得
ａｕリニューアブル、エコモットと太陽光開発で協定
三菱食品、久御山ドライSDCに 2,057kW太陽光発電導入
東京ガス、米国でアクティナ太陽光発電事業建設完了
イオンモール、インドネシア店舗で太陽光発電を導入

経産省／国交省、洋上風力発電のラウンド３募集開始
東北ESCO、ＪＲ東日本東北本部とオフサイトPPA
スマートエナジー、デンマークの風力O&M子会社化
べスタス、風力発電を使った低排出鋼材を風車に適用

東京ガス、都営の水力発電所からの電力売却先に選定
九州電力、町田第一発電所の更新工事を開始
東電と山梨県、県営水力活用電力ブランド契約募集開始

商工中金、BLDグループに地熱発電所建設資金融資

テス、SGET笠間バイオマスの発電所建設工事受注発表

テス、もがみバイオマス発電２の特高受変電設備工事受注
商工中金など、ツネイシグリーンエナジーに９億融資
森ヶ崎水再生Ｃ消化ガス発電事業、三機工業が優先交渉

パワーエックス、系統蓄電池設置～保守までパッケージ
YAMABIHSI、屋外設置型 YRW-2000 シリーズで新モデル

三協立山、富山・新湊東工場にアルミ押出形材工場増築
デンソー、ＥＶのV2H-充放電器次期モデル３月受注開始
ゼンリン、複数事業者の充電スタンド状況一元確認
名鉄観光、ＥＶモーターズ・ジャパンのバス導入

ホンダ、ＧＭとの合弁が米で燃料電池システム生産開始
アブダビ・マスダールとe-メタン製造調査協業契約

郡山市、ESCOによる道路照明LED化業務委託先公募

サミットエナジー／ＮＥＣ、需給調整市場に参入

シャープ、HEMSサービスで給湯器も太陽光発電に連携
インテック、ホームアプリで重点８機器エネマネ対応

▶▶▶ 

▶▶▶ 

ＣＭＳ、太陽光発電所開発から建設までワンストップサービスで支援　累計300件・35万 kWの施工実績

宮坂教授「ペロブスカイト太陽電池量産へ企業が決断を」  マクニカ原社長、神奈川県黒岩知事と対談

パワーエックス、事業展開加速へ95億円を借り入れ　ＥＶ充電事業は無料キャンペーン開始

出光興産、山口製油所の新規事業構想・2030年代ＧＸ拠点へ　カーボンフリー電力供給センターなど３本柱に

スマートエネルギーWEEK 2024、国内外 1,600 社が集結
東京ビッグサイトで２月 28日開幕

三國機械工業、世界 3,700 台納入の水素発生装置紹介
高効率・省スペースの AEM水電解装置などを展示

日阪製作所、大阪・関西万博でプレート式熱交換器が採用
再生素材使用など環境配慮の取り組みも強化

テラスエナジー、自社開発 VPP プラットフォームを出展
蓄電池自動制御、事業者や併設ニーズ探す

テクニス、ドイツの 2G社製ガスエンジン発電機を提案
バイオガス活用で相次ぐ納入、水素活用にも期待

サンテック、TOPCon セル搭載住宅太陽電池モジュール紹介
製品の安定供給体制をハウスメーカーなどにアピール

TMEIC、蓄電システムや太陽光パワコンの新サービス紹介
スマートグリッド EXPOと二次電池展に出展

風力発電展、発電事業者、O&M、部材メーカーなど出展
特に洋上風力のソリューション多数

ベトナムで進展する日系バイオマス事業　レボインターナショナル、イーレックス

横浜市、ごみ焼却施設建設に三菱重工環境グループ選定
新潟県柏崎市、可燃ごみ処理施設などの建設を計画

愛知・尾張東部衛生組合組合、新ごみ処理施設建設
大分県日田市、新清掃センター整備運営を特定事業選定



の気運の高まりをう
け持続可能な企業経
営を実現するための
イベントとして、
2021年に「脱炭素
経営EX PO」を、
2023年には「サー
キュラー・エコノ
ミーEXPO」を立ち
上げた。こうした中
で長期的にはこれら
２つの分野は相互に
関連するテーマであ
ること、ＧＸ推進法の成立など政府も
ＧＸという言葉を広く使用しＧＸに向
け動きが具体化していること、そして
これに伴い企業のＧＸ化が急務であり
市場が生まれつつあることを受け、Ｇ
Ｘ経営WEEKの名を新たに冠し展示会
を開催することとした。

　一方で従来続く展示会では､「FC 
EXPO」が第21回目の開催を迎える。
燃焼時にＣＯ2を排出しないクリーン
エネルギーとして期待される水素の分
野では、燃料電池自動車や火力発電所
の燃料・エネルギー源としての利用
や、余剰の再エネ電力を水素へ変換し
貯蔵・運搬する技術・製品などの開発
に各企業が注力しており、また水素は
アンモニアと並び昨年６月に改定され
た国の水素基本戦略で、2030年度に
300万トン、2040年に1,200万トン、
そしてカーボンニュートラル達成を目
指す2050年には2,000万トン程度を

　スマートエネルギーWEEK 2024 春
は、2024年２月28日・29日・３月１
日までの３日間にわたり東京ビッグサ
イトで開催される。世界最大級のエネ
ルギー総合展である本展には、1,600
社の企業・団体が出展を予定してい
る。スマートエネルギーWEEKは太陽
光発電、水素・燃料電池、二次電池、
スマートグリッド、風力発電、バイオ
マスのほか、低炭素化社会に向けたゼ
ロエミッション火力発電、さらに同時
開催展として脱炭素経営、またサー
キュラー・エコノミーをテーマとし、
合計９つの専門展によって構成され、
創エネ・蓄エネ・省エネから再循環な
ど幅広い分野を網羅している。来場対
象者は再生可能エネルギーの導入を検
討する法人企業やエネルギー会社、
メーカー、ディベロッパー、また自治
体などで、出展各社と製品の導入や技
術相談の打ち合わせ、提携先の選定な
どを行う商談の場に活用できる。東京
ビッグサイトの会場現地に来場し、展
示された製品の実物も目にしながら商
談などが行える。

　また､「第４回 脱炭素経営EXPO
【春】」と､「第２回 サーキュラー・
エコノミー EXPO【春】」の２つの展
示会で構成される「第４回 ＧＸ経営 
WEEK 【春】」も、今回のスマートエ
ネルギーWEEKの同時開催展として開
かれる。RE Japanは、エネルギーの総
合展としてスマートエネルギーWEEK
を21年間主催してきた。さらに昨今

導入することなどが目標として掲げ
られている。こうした中で開催される
FC EXPOでは、水素を「つくり｣「は
こび｣「ためて｣「つかう」ための、水
素のサプライチェーンに関わるあらゆ
る技術が出展し世界各国から専門家が
来場する。

　太陽光発電分野の展示会は､「PV 
EXPO」が第18回目の開催となる。太
陽光発電では、PPA(Power Purchase 
Agreement)や自己託送方式などによ
る電力の自家消費を促進するための製
品やサービスが、各社から近年積極的
にリリースされている。展示会では、
太陽光発電所の建設、保守・運用に関
する各種製品、サービス、一方で将来
の普及が期待される次世代太陽電池に
関する技術などが紹介・展示される。
　さらに、低炭素社会実現に向け高効
率・環境負荷の少ない次世代火力発電
システムに関する第８回目の「ゼロエ



ミッション火力発電EXPO(通称ZET)」
も開催される。火力発電でも脱炭素化
へ既存の火力発電所での水素・アンモ
ニアとの混焼、また将来的な専焼にむ
けた技術や製品開発などに各社が注力
する中で、同展示会は発電プラントの
建設・保守運用に必要な制御システ
ム、エンジニアリング技術、プラント
部品、タービン、ボイラなどが紹介さ
れ、電力・ガス会社、発電事業者、プ
ラントメーカーなど各社が来場する。

　出展企業の製品紹介や商談の機会に
加え、スマートエネルギーWEEKでは
各企業の代表者など産学官の業界エキ
スパートによるセミナー(事前申込制)
も充実し２月28日・29日・３月１日
にわたり総数200の講演が各展示会内
で行われる。それぞれの展示会におけ
るセミナーのテーマと登壇者の一例と
して､「我が国におけるエネルギー政
策」をテーマに、経済産業省 資源エ
ネルギー庁 省エネルギー・新エネル
ギー部長の井上 博雄氏が基調講演を
行う。FC EXPOでは､「ENEOSの水素
社会実現に向けた取り組み」と題し、
ENEOS 執行役員 水素事業推進部長の
田中秀明氏が講演する。PV EXPOで
は､「新たな市場を広げるPV事業展開
をテーマ」に、太陽光発電と営農を同
時に行うソーラーシェアリング事業な
どで多くの知見や実績を有する千葉

エコ・エネルギー 代
表取締役の馬上丈司
氏が登壇する。第16
回目の開催となる二
次電池展では、テス
ラモーターズジャパ
ンの藪野満氏が「テ
スラのミッションと
国内外における取組
み」と題して講演を
行う。第15回開催
のスマートグリッド
EXPOでは､「ＤＲ(デマンドレスポン
ス)・VPP(仮想発電所)の最前線」につ
いてをテーマとして、Ｕ３イノベー
ションズの共同代表で国際環境経済研
究所の竹内純子氏、東芝ネクストク
ラフトベルケ 代表取締役社長の新貝
英己氏、自然電力 執行役員でShizen 
Connect 代表取締役CEOの松村宗和氏
の３名によるパネルディスカッション
が行われる。第13回開催となるWIND 
EXPOでは､「脱炭素社会へカギを握
る日本洋上風力市場の価値と期待」を
テーマに、日本政策投資銀行 常務執
行役員の原田文代氏、清水建設 エン
ジニアリング事業本部 洋上風力プロ
ジェクト推進室長の白枝哲次氏、RWE
リニューアブルズ(RWE Renewables)
のジェンズ・オルフェルト氏(Jens 
Orfelt氏)の３名によるパネルディス
カッションを開催する。第９回目と
なるバイオマス展では､「バイオガス
事業への取り組み」と題し、前澤工

業 環境ソリューション事業部 バイオ
ガス・民需営業部長の青木仁志氏が講
演する。第８回目となるゼロエミッ
ション火力発電 EXPOでは､「脱炭素
社会実現に向けたJERAの挑戦」とし
て、JERA 副社長執行役員の渡部哲也
氏が登壇する。第４回目となる脱炭素
経営EXPOでは､「脱炭素とデジタル化
｣、また「日本の脱炭素エコシステム
構築：排出削減と再エネの普及」と題
し、Univers カントリーマネージャー
の百合田和久氏が講演する。サーキュ
ラー・エコノミーEXPOでは､「サー
キュラー・エコノミーを軸とした成長
戦略」をテーマに、デロイト トーマ
ツの松江英夫氏、ヴェオリア・ジャパ
ン 代表取締役会長の野田由美子氏、
衆議院議員の小泉進次郎氏の３名によ
るパネルディスカッションを開催する
(文中写真はRX Japan提供)。

H2 & FC EXPO【春】～第21回 【国際】水素・燃料電池展～

PV EXPO【春】～第18回 【国際】太陽光発電展～

BATTERY JAPAN【春】～第16回 【国際】二次電池展～ 

SMART GRID EXPO【春】～第15回 【国際】スマートグリッド展～  

WIND EXPO【春】～第13回 【国際】風力発電展～

BIOMASS EXPO 第９回【国際】バイオマス展

ZERO-E THERMAL EXPO 
第８回 ゼロエミッション火力発電EXPO   

第４回 脱炭素経営EXPO【春】  

第２回 サーキュラー・エコノミー EXPO【春】

●会期
2024年２月28日(水)・29日(木)・３月１日(金)
10;00～18:00(最終日は17:00まで)

●会場　東京ビッグサイト
【無料】事前来場登録申込みなど展示会ＨＰはこちら
⇒https://www.wsew.jp/hub/ja-jp.html　 

●主催者　RX Japan株式会社



　コンセプトとするＧＸ西部においては、石油精製事業を
通して蓄積した炭化水素のハンドリング技術をベースに､
「カーボンフリー電力供給センター｣「技術開発・実証試
験センター｣「バイオマス・資源循環センター」を３本柱
とする「地産地消型のカーボンフリーエネルギー供給およ
び資源循環、ならびに技術開発・実証に取り組む拠点」へ
事業転換を図る。

　具体的には、太陽光発電事業の拡充やカーボンフリーエ
ネルギーによる発電等で近隣顧客等への電力供給を行うほ
か、カーボンフリーエネルギーの製造・量産化に向けた技
術開発や最先端の技術検証の場として、産官学で連携した
研究を推進。また、地域で発生する廃棄物や未利用資源等
を活用し、燃料や化学品等に変換することで、循環型社会
の実現を図っていく。今後は製油所設備の撤去等を2030年
頃までに順次完了し、新規事業用地を確保する方針。2020
年代後半から、先行してカーボンフリー電力供給センター
と技術開発・実証試験センターの事業導入・拡大を進め、
確保した事業用地を活用し、バイオマス・資源循環セン
ターを含む事業転換を推進する。

　一方、山陽小野田市との包括協定は、山口製油所の精製
機能停止と、その後の跡地を利用した新事業展開を契機と
して締結された。この協定では、太陽光や水素による発電
の拡充や地域社会、工場への電力供給網の形成など、カー
ボンフリーエネルギーの導入拡大・供給推進、カーボンフ
リーエネルギーの製造、量産化に向けた技術開発や最先端
の技術検証等、産学官の連携により、脱炭素化に資する技
術・サービスの導入推進、また地域で発生する廃棄物や未
利用資源等を燃料や化学品等に変換し、地域の工場へ提供
するなど、脱炭素化に貢献する循環型社会の実現を図るこ
と、そのほかにも、３者相互や山口県、さらに山陽小野田
市立山口東京理科大学、他企業などとの連携・協力に関す

ることとして、産学官連携の枠組みを広げ、地域の多様な
関係者と手を携え、山陽小野田市ならではの脱炭素社会・
循環型社会の実現を図る体制を構築することを盛り込んで
いる。
　脱炭素化の潮流や人口減少などにより石油の需要が減少
していくことを見込み、石油会社では製油所の閉鎖を行う
とともに、こうした拠点を次世代のエネルギー拠点として
再構築することを掲げている。出光興産のほかにもENEOS
は、2023年10月をもって精製機能を停止した和歌山製油
所(和歌山県有田市)について、今後の方向性を示した中間
とりまとめを昨秋に公表した。この中では同製油所を次世
代のエネルギーを供給するための拠点などとしていくため
に、この具体的な姿として年間30万トン(40万kL)規模での
SAF(持続可能な航空燃料)事業化を同製油所で目指してお
り、2026年までに量産供給体制を構築する。



　ゼンリンは、電気自動車(ＥＶ)の充電スタンドが満車
か空車か、状況をリアルタイムで確認できる「満空情
報」の提供を開始した。まず第一弾としてエネゲート、
BIPROGYの２社が保有する約4,800口の情報を、自動車
メーカーやナビメーカー、ＥＶ関連サービス事業者向け
に提供開始し、その後も対象となる充電ネットワーク事
業者を順次追加する。ゼンリンは2009年から、日本全
国のＥＶ充電スタンドの詳細な情報を調査・整備してい
る。これまでナビメーカーや自治体など各種事業者に提
供し、ＥＶ用のナビや充電スタンドの設置場所検討に活
用され、ＥＶ普及に貢献してきた。満空情報の提供によ
り充電スタンドの故障状況や休止情報について確認でき
るようになることで、ルート案内時にそうしたスタンド
を避けることが可能になる。

　ホンダとゼネラルモーターズの合弁会社「Fuel Cell 
System Manufacturing」は、米国ミシガン州で燃料電
池システムの生産を開始した。ホンダが2019年の燃料
電池自動車(FCEV)に搭載したシステムと比較して、コ
ストを３分の１に抑えた。ホンダが2024年内の発売を
予定している新型FCEVに搭載されるほか、商用車、定
置電源、建設機械を加えた４つの適用領域を中心に法
人向け製品・事業への適用拡大を行い、水素需要の喚
起を図る。
　ホンダとＧＭは2013年からＦＣシステムの共同開
発に着手。今回生産を開始したものは、腐食耐性の高
い材料の適用などで耐久性を２倍に向上させたほか、
耐低温性も向上。また、セルシール構造の進化や、貴
金属使用量の大幅な削減、大規模生産によるスケール
メリットの最大化、部品調達先の共通化など、さまざ
まなアプローチにより開発・製造コストを削減した。
FCSMは2017年１月に設立。米国ミシガン州ブラウン
ズタウンにあるＧＭの既存バッテリーパック生産工場
内に設置された。両社はそれぞれ投資額8,500万ドルを
拠出している。ホンダは水素を、電気とともに有望な
エネルギーキャリアと位置づけている。

　名鉄観光バスは、電気自動車(ＥＶ)タイプの中型観
光バスを2024年２月に導入する。車両はＥＶモーター
ズ・ジャパン製で、航続距離は約280㎞。導入後に試運
転などを行い、３月以降に自治体行事、一般企業の通勤
バス、近距離中心の自社企画ツアーなどで運行する。
脱炭素経営の取り組みだけでなく、昨今の燃料価格の
上昇による固定費抑制を図る目的。従来車と比較して、
年間に燃料費を約60万円、整備費を約70万円削減でき
る見込み。モータ駆動ならではの静粛性により快適なバ
スの旅を演出できるのも利点。このほか210kWhのバッ
テリーと低消費電力システムのインバータ搭載により、
災害時の一
時的な電源
供給として
も 活 用 で
きる。乗車
定員は2 9
人。

　INPEX、大阪ガス、東京ガスの３社は、アラブ首長
国連邦(UAE)アブダビ首長国のAbu Dhabi Future Energy 
Company PJSC - Masdar(マスダール社)とともに、アブダ
ビにおけるe-メタン(合成メタン)製造事業の実現に向けた
共同調査に関する協業契約を締結した。各社のうちINPEX
は、マスダール社と2023年7月に締結した契約に基づき、
アブダビで価格競争力の高い再生可能エネルギーを活用
したe-メタン製造に向けた共同調査を進めてたが、今回大
阪ガスと東京ガスが新たに共同調査に参画する。
　大阪ガスと東京ガスは、それぞれの年間ガス需要量の
１％に相当する量のe-メタンを引き取る計画。４社は今回
の共同調査において、グリーン水素やＣＯ2などの原料調
達から製造、輸送に至るまでの経済性評価、アブダビに
おけるe-メタン製造によるＣＯ2排出削減効果の評価を実
施する予定。e-メタンは、既存のLNG輸送船・LNG受入基
地などのLNG設備、パイプラインや消費機器等の都市ガス
インフラを活用し、社会コストを抑えることが出来るた
め、特に電化が難しい高温の熱分野でのカーボンニュー
トラル化、また発電用燃料、輸送燃料としての利用など
が期待されている。



　福島県郡山市は、ESCO方式による道路照明のLED化業
務の委託先を公募で選定する。公募プロポーザルへの参
加表明の提出書類受け付けは２月５日に提出を締めきっ
た。今後のスケジュールとして、事業提案書の提出期限
は３月15日とし、プレゼンテーションと選考は３月21
日に行い、選考結果の通知と優先交渉権者の決定は３月
26日、契約締結日は３月28日を予定している。
　今回事業でのLED化対象施設は、市の管理する市内全
域の既設道路照明で、地下道・駅前広場等含む全2,963
灯のうち2,050灯を想定する。今回のESCO事業は、
ギャランティード・セイビングス契約で行い、対象設
備の改修に係る工事等初期費用は市が調達するものと
する。ESCO事業者は、設備を調査・設計・施工し、
竣工後に市に対象設備の引渡しを行った後、10年間の
契約期間中、導入設備の運用管理・維持管理(定期点検
等)にかかる業務を行う。契約期間と設備改修工事期間
は、契約締結日から2025年３月28日まで。ESCO事業
期間は、2025年４月１日から2035年３月31日までと
する。市では今回のLED化事業費の限度額を総額４億
800万円と設定し、うち2024年度は３億5,800万円、
2025年度以降は年額500万円とする(税込)。

　シャープは、同社のクラウドHEM Sサービス
「COCORO ENERGY」において、太陽光発電システム
の電気を家電や住設機器の運転に有効活用し、電気代
を抑制するソーラー連携の対応機器を、他社製の給湯
器にも拡大する。この連携機能は、独自ＡＩの予測に
より発電が余る時間帯に給湯器の沸き上げを行うこと
で、発電した電気を有効に活用。電力会社から電気を
買って行う夜間の沸き上げ量を減少させることで、給
湯器の電気代を抑制する。コロナ、ダイキン工業、日
立グローバルライフソリューションズ、三菱電機のエ
コキュート、またノーリツ、リンナイのハイブリッド
給湯機と連携し、６社の給湯器で余剰電力を活用した
沸き上げを行う。オール電化世帯のほか、ハイブリッ
ド給湯機なども含めたガス・電気併用の世帯でも給湯
器での余剰電力活用を可能とする。

　サミットエナジーとＮＥＣは、電力の需給調整市場
に参入した。サミットエナジーが保有するサミット美
浜パワーの17MW級ガスタービン２基、15MW級蒸
気タービン１基を活用し、発電した電力のうち最大
7.5MWを市場に対して供出する。
　サミットエナジーが発電リソースの提供および市場
価格や発電リソースの状況を鑑みた入札戦略・運転計
画の立案を行う。ＮＥＣはリソースアグリゲーターと
して、独自のリソースアグリゲーションクラウドサー
ビス(ＲＡクラウドサービス)を活用し、発電リソースの
管理のほか、アグリゲーションコーディネーターの東
京電力ホールディングスからの制御指令に基づき、発
電リソースに対して制御指令の伝達を行う。
　需給調整市場は一般送配電事業者が周波数制御・需
給バランス調整を行うために2021年に開設された。近
年では、太陽光発電や風力発電などの再生可能エネル
ギーの普及が進んでいるものの、これらの再エネは自
然条件によって出力が変動するため、需給調整市場で
取引される「調整力」を確保し、需要と供給を一致さ
せることが重要になっている。

　TISインテックグループのインテック(富山県富山市)
は、スマホから家電機器情報の管理やリモコン機能を
提供するスマートホームアプリ「UCHITAS」が、エネ
マネ機器対応を強化し、新たに住宅用太陽光発電、マ
ルチ入力PCS、電気自動車(ＥＶ)充電器に対応開始し
た。政府が定める重点８機器の家電に関するECHONET 
Lite規格の対応製品についてリモコン操作の対応を進
め、今回新たに住宅用太陽光発電、マルチ入力PCS、電
気自動車充電器に対応した。インテックは、電力アグ
リゲーションを推進する事業者のサポートを目的とし
てUCHITASを提供しており、同社は一般家庭の宅内機
器の遠隔制御機能(Web API)のプラットフォーム提供に
向けた準備も進めている。事業者のシステムからこの
機能を利用することで、UCHITASが対応する重点８機
器でのデマンドレスポンス(ＤＲ)制御を実現できる。





　横浜市は、既存の焼却施設である保土ケ谷工場(横浜
市保土ケ谷区)の敷地内で計画するごみ焼却施設建設の
事業者について、三菱重工環境・化学エンジニアリング
(横浜市西区)を代表構成員とする三菱・大林・フジタ・
馬淵・大洋・梓異業種建設共同企業体を選定した。
　この事業では、既存焼却施設を解体するとともに、
その跡地に新たな焼却施設を建設する。工事概要は、
既存焼却工場解体・撤去工事一式、焼却工場建設工事
一式及びこれらの設計業務一式。工期は契約締結日か
ら2031年３月31日までとし、契約の締結時期は2024
年６月頃を予定している。なお、入札価格は676億
8,800万円(税抜)となった。
　新たなごみ焼却施設は350トン/日×３炉(全連続ス
トーカ式)の施設で、可燃ごみ(破砕機で受け入れる可
燃ごみを含む)を処理する。また、ごみ焼却によって発
生する熱を利用して蒸気を発生させ、タービンを駆動
させ発電を行う。余熱の利用にあたっては、循環型社
会形成推進交付金制度のエネルギー回収型廃棄物処理
施設の整備マニュアルに基づき、エネルギー回収率を
26.0％以上とする計画。

　新潟県柏崎市は、DBO方式でクリーンセンターかしわ
ざきの敷地内にエネルギー回収型廃棄物処理施設とマテ
リアルリサイクル推進施設で構成する新たなごみ処理場
を建設する。2024年４月中旬に募集を公告し12月下旬
に最優秀提案者を決定する。2025年３月に仮契約と事業
契約を締結し、設計・建設期間は2025年４月から2029
年３月、運営期間は2029年４月から2049年３月までを
予定。計画するエネルギー回収型廃棄物処理施設はス
トーカ式焼却炉を採用した施設で、燃やすごみ及び可燃
性残さ、ボランティア清掃ごみ、剪定枝・庭の草、災害
廃棄物を処理対象物とし、処理能力は80トン(40トン/日
×２炉)。マテリアルリサイクル推進施設は不燃ごみや粗
大ごみを処理対象物とし、処理能力は6.7トン/日。ごみ
処理場を新設し既存施設の老朽化対応を図る。柏崎市で
は、現在、市内や刈羽村から発生するごみをクリーンセ
ンターかしわざき内のごみ処理場で処理している。同ご
み処理場は1992年４月に稼働開始し、当初稼働から20
年での整備を計画していたが、2007年に発生した新潟県
中越沖地震により損傷した煙突を新設したことから施設
の延命化を決定し、2025年度までの施設稼働を目標とし
大規模修繕を2010年度から2014年度に実施していた。

　愛知県瀬戸市、尾張旭市、長久手市で構成する尾張
東部衛生組合組合は、ごみ処理施設整備基本構想案を
まとめた。新可燃ごみ処理施設の規模は240トン/日。
新不燃ごみ・粗大ごみ処理施設は21トン/日。施設の設
計から建設工事を2029年度～2032年度、2033年度よ
り新ごみ処理施設を供用する。建設予定地は尾張旭市
内の2.4万㎡。新可燃ごみ処理施設は355億6,000万円、
新不燃ごみ・粗大ごみ処理施設は66億4,000万円を想
定する。尾張東部衛生組合は、組合が管理・運営する
一般廃棄物処理施設として「晴丘センター」がある。
同センターは竣工後30年目を迎えるにあたり主要な設
備・機器の劣化や老朽化が進行しており、2031年度ま
での延命化を目標に2019年度から2022年度に基幹的
設備改良工事を実施した。また、愛知県のごみ処理広
域化・集約化計画では、尾張東部・尾三ブロック構想
として組合と尾三衛生組合でごみ処理施設を集約化す
る方針が定められ、両組合市町で協議、検討を進めて
きた。その結果、集約し１施設を建設できる面積が不
足すること、両既存施設の延命化目標年度終了までの
期間が10年程度しかない点から、新ごみ処理施設整備
は、両組合が単独で実施する方針となった。

　大分県日田市は「新清掃センター整備・運営事業」を
特定事業に選定した。DBO方式で処理能力62トン/日(処
理方式：全連続燃焼式ストーカ炉、31トン×２炉)のエ
ネルギー回収型廃棄物処理施設と同７トン(同：保管・
選別)のマテリアルリサイクル推進施設を建設する。設
計・施工期間は事業契約締結日の翌日から2027年12月
31日まで、運営期間は2028年１月１日から2047年３
月31日まで。DBO方式で新清掃センター整備・運営事
業を実施し、市が直接実施する場合に比べて財政負担見
込額について5.4％縮減を期待できるほか、公共サービ
ス水準の向上と事業リスクの低減も期待できると判断、
PFI法第７条の規定に準じて特定事業に選定した。1990
年に操業開始した現清掃センター(処理能力90トン/日)
を新築移転する計画で、循環型社会形成推進交付金の対
象事業としてエネルギー回収型廃棄物処理施設(処理対
象物：可燃物、マテリアルリサイクル推進施設からの可
燃性の選別残渣、生ごみ処理施設からの残渣、死亡小動
物、可燃性粗大ごみ)とマテリアルリサイクル推進施設
(同：不燃物、埋立ごみ、資源物)を建設する。マテリア
ルリサイクル推進施設の処理能力内訳は不燃物が6.0ト
ン、埋立ごみが0.2トン、資源物が0.8トン。




